
行政資料

ロンドンの地方自治体

１・歴史的な動き

英国における地方自治体再編成の動きは，1950年代の初

頭には，すでに幾つかの地域でその必要性が感じられは

じめていた。

1950年の『イングランドとウェールズの地方自治体にか

かる地位と地域に関する白書』とあい前後して，ロンド

ン地域内の再編成を要望する気運が急速に昂まり，中央

政府は1957年に「大ロンドン地域内の地方自治体に関す

る王立委員会」を設立したのであった。

王立委員会の報告＜the　Herbert　Report＞の結論に若

干の修正を加えた新しいシステムは，ロンドン自治法＜

the　London　Government　Act　1963＞のなかに加えら

れ，大ロンドン評議会とロンドン・バラー評議会による

地方行政は，1965年４月１日をもって実施のはこびとな

ったのである。

なお，その後,ロンドン以外の地方行政再編成のために，

別の王立委員会が設立されて，その報告書は1969年６月

に提出されている。

このように，ロンドンの都市行政が再編成された背景に

は，英国の地方行政全般にわたる，歴史的な動きがある

わけである。

2・ＧＬＣとロンドン・バラー

ロンドン自治法によって設立された大ロンドン評議会＜

the　Greater　London　Council＞は，800万人に近い，人

口を擁する611平方哩＜約1870平方粁＞の地域を管轄す

ることになった。

この地域は，かってのロンドン県，28首都特別区，ミド

ルセックス県そしてクロイドン，イースト・ハム，ウェ

スト・ハムの３つの自治都市を包括するほか，エセック

ス，ハートホードシャー，ケント，サリーの４県の一部

を編入することになった。そしてこれらの古い自治体は，

新しいシステムの発足とともに姿を消したのであった。

この地域の中で，ロンドン・バラー＜the　London　Bor-

oughs＞が主要な地方自治体である関係上，全体の大ロ

ンドンはシティ＜City＞と呼ばないで，グレーター・ロ

ンドンあるいは単にロンドンと呼ぶのであるが，それは

広域にわたる行政と計画の必要がある業務＜Services＞

諸外国における地方制度

ロンドン・リヨンを中心に

矢部勝彦
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１ はじめに

昭和47年度の海外派遣研修生として約１ヶ月間，ヨーロ

ッパの７ケ国，主要14都市を飛び歩いてきた。それは筆

者が抱いていた課題に対して，あまりにも短い期間であ

った。公式訪問したハマースミスとリヨンを含めて，研

究というよりも，旅行の途上で立寄ったというほどでし

かなかった。

そして，ヨーロッパの市民社会とわが国のそれとは，社

会的にも文化的にも，それぞれの歴史的な基盤が異なる

ことをあらためて実感してきた。

そのため，ここでは単なる比較論や我流の解釈を加えな

いで，筆者が入手してきた資料について，できるだけ忠

実に紹介させていただきたい。

２
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と総合計画＜Strategic　planning＞の関係で，重要な機

能を持っている。

それらを列記すると，総合計画，主要道路，交通規制，

総合需要による住宅建設，大規模公園，主要下水道と終

末処理，高潮洪水対策，じんかい終末処理，そして消防

と救急サービス等である。

英国の地方行政のなかで，ロンドンの地位は独得である。

ＧＬＣとロンドン・バラー評議会どの関係は，県と地方

都市との関係と同じではない。両者の関係は上下関係・

優劣関係・監督関係という，いわゆる二階層制とは異な

り，機能分担の結果として確立された各バラーは，それ

ぞれが，各地域内に広範囲な権限をもった，主要な，基

礎的な自治体である。

3・評議会議員

ハ－バート委員会の結論としては，ロンドン・バラーの

人口はそれぞれ25万人程度とすることとされていたが，

結果的にはランベスとタロイドンの両バラーが最も大き

く33万人に近く，キングストン・アポン・テームズ・ロ

イヤル・バラーでは僅か14万人強という人口分布となっ

ている。

各バラーには，おおむね60人の評議会議員〈councillor〉

がいる。このように議員数が多い理由は，議員が彼らを

選んだ住民と密接な接触を保持できるようにという配慮

からである。

ハ－バート委員会はその報告書の中で,「地方行政とは,民

主主義の生きた実例であり，その意味から，行政能率を

どんなに向上させることができても，住民から選ばれた

有能で公共目的をもった人たちが，彼らを選んだ住民に

責任を負い，住民と常に接触する方法で地方政治に積極

的に参加することを欠いたならば，意味を失うであろ

う」と述べている。

バラー評議会議員は，3年毎に完全な直接選挙によって

選出される。バラーの地域内に選挙区＜ward＞が設け

られている。ウエストミンスタ－の場合には18，ハマー

スミスでは21選挙区に分かれ，通常は３ないし４人の議

員が，各選挙区を単位に選出される。要するにその選挙

区は狭い単位であって，平均有権者数は１議員当り4000

人々ある。そのためにバラー評議会議員は，彼の選挙区

の簡題，住民一人一人のことも，現実的に知ることがで

きるのである。

なお参考までに記すなびば，議員はまったく自発的な立

場で活動するものであり，その活動に対する給与は支給

されない。

また,ほとんどの議員が保守党か労働党に所属している。

４・バラー評議会

ロンドン・バラーの地方行政は，バラー評議会＜the

Borough　Council＞が責任主体である。

評議会は政党の系列で組織され，最多数の議員を擁する

党が与党となり,評議会をリードする。第２党が野党議

員をリードする。

評議会は市長＜Mayor＞と参事会員＜Alderman＞と評

議会員＜councillor＞によって構成されている。

参事会員は10名であって，評議会によって選出される。

その任期は６年であるが，3年毎に半数が改選される。

市長は評議会によって，参事会員か評議会員の中から，

毎年改選される。つまり任期は１年である。市長に選出

されたものは，その任期中は各政党間に中立公平な立場

で，議会の議長をつとめるほか，対市民的行事，あるい

は儀式には，当局を代表する立場でその役割を演ずる。

評議会の責務は広範囲にわたり複雑であるために，その

事業は各委員会を通じて活動している。

各委員会は評議会議員の分担により構成されており，そ

れらの委員会は大きな責任と共に，それぞれの担当する

事業について，大部分の決定を行なうだけの充分な権限

をもっているが，いくつかの董要事項については評議会

の全体会議において検討する必要がある。また委員会

が，市民討議の必要を認めて開催する場合には，その旨

全体会議に報告するものとされている。

委員会の名称と担当分野その数は，各バラーによって多

少の差異があるが，各バラーの地理的・歴史的・経済的

・社会的な諸条件による特徴と必要性が反映されている

わけである。

ウェストミンスター＜the　city　of　Westminster＞とハ

マースミス＜London　Borough　of　Hammersmith＞の

委員会を例示すると表１の通りである。

一般的に評議会には政策委員会＜Policy　Committee＞

がある。この委員会だけは与党の議員だけで構成されて

おり，広範囲にわたる政策指導方針を，評議会に勧告す

るのである。
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表１　ロンドン・バラーの委員会

評議会と各委員会は，有給の専門家＜Professional＞で

ある行政職と技術職の職員によって支えられているわけ

であるが，各部局の業務については後述する。

5・評議会の会議

評議会の会議運営は議事進行規定〈the　Standing　Oder〉

によって規定されている。議事進行規定は地方自治法＜

the　Local　Government　Act　1933＞とロンドン自治法＜

the　London　Government　Act　1963，1967＞の規定に

基いて作られている。

議長としての市長は議事進行規定を解釈する最終決定権

者である。

会議は年間を通じて，6週間周期で開催される。ただし

夏期期間中は休会とされている。会議は通常は月曜日の

19時に開会し，延長の動議が可決されない限り，22時30

分に散会する。

評議会には年間を通じて２回の特別会議がある。来年度

の予算を確定するための会議は３月に行なわれ，5月の

定例会では来年度の市長選挙が行なわれる。

ここでは議事進行規定のすべてを紹介する紙数がないの

で，討論の方法と投票の方法について，特徴的な一部分

を紹介しておく。

＜１＞討論の方法

ある問題の最初の発言者に対して，発言時間を10分と規

定し，反対発言者にも10分間を与え，その他の関連発言

者には５分間と規定している。発言時間を延長させるよ

うに議員からの表示があり，市長がその必要を認めたと

きには，延長することができる。発言時間は正確に計ら

れ，マイクロホンの機械操作によって，残り時間１分と

なったときにコハク色のランプが点灯し，残り時間がな

くなったときには，赤いランプが点灯してマイクロホン

のスイッチは自動的にきれる。

＜２＞投票の方法

電子投票機が設備されているバラーがあるが，各議員の

机上に３つの投票ボタンがセットされており，賛成・反

対・保留を表示できるようになっている。投票結果は議

場正面の左右の壁にある電光表示板の上に，集計されて

表われる。ある案件について投票が行なわれるときには，

区切りのベル＜the　Division　Bell＞が会議場の外側で30

秒間鳴らされ，席をはずしていた議員に知らせる。その

後30秒経過すると扉が閉ざされ，役場書記＜town　Clerk

・事務総長＞が立って”××の件に関する賛成･反対･保

留の投票です。各議員は該当するボタンを押してくださ

い”と言う。全議員の投票が終了すると，役場書記は，

自分の机の上にある計算ボタンを押す。そして確定され

た各投票数を市長が読みあげ，その結果を宣言する。

＜３＞その他

議事進行規定に規定されている主な管理職＜A1l　the　Chi

ef　officers　of　the　Council〉は評議会の会議に出席して，
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新聞記者席の下側に着席する。また特別出席者は，市民

傍聴席の下側に着席する。

６・各部局の事業と活動

て実施されるわけであるが，各部局の組織もまた，バラ

ーによって多少の差異がある。

ここでは32のロンドン・バラーのなかで中心的な立場に

あり，最も規模が大きいウェストミンスターの例を中心

にして紹介することにしたい。

ウェストミンスターの主要統計は表２に掲げた。評議会と各委員会の決定と事業は，各部局の活動を通じ

表２　ウェストミンスターの主要統計

80



部局は12局＜Departments＞に分かれている。各局の名

称と担当事業および業務は,要約すると次の通りである。

＜１＞書記局＜Ｔｏｗｎ　clerk's　Department　＞

伝統ある役職名「役場書記」＜Town　clerk＞は市評議

会の事務総長＜the　chief　executive＞である。彼はすべ

ての業務の調整と効果的な運営に対して，総合的な責任

を負い，評議会の政策を遂行することと実現することが

その任務である。彼は評議会と各局そして他の公共機関

との事務手続を管理監督する立場にある。

彼は評議会の会議において，評議会の権限と義務の行使

について，あるいは手続上の疑問があるときなど，必要

があるときに助言をする。そしてすべての会議の記録を

調整している。

執行上の矛盾や重複を避けるために，各種委員会活動の

調整を図ることは，彼の担当である。また市長に関係あ

るすべての事柄について,彼は市長に助言するとともに，

すべての重要な市の行事に市長と同席する。

役場書記は選挙人登録官吏として，市内の国会議員選挙

と地方選挙の選挙人名簿を確定し，各選挙を管理する。

出生，死亡，婚姻に関する登記官吏と地方賃貸官吏は役

場書記の監督下にある。

役場書記の任務として，度量衡の調査，露天商の許可，

雇用斡旋所，マッサージ施設，フィルム，セルロイド，

火薬類，質屋等の許認可事務のような公共統制委員会＜

the　Public　Control　Committee＞に関する広範囲な各

種の問題も担当している。

新聞へのすべての伝達と，質問への回答は書記局で取扱

われており,他の情報サービスも用意している。その中に

は市民生活相談所＜the　Family　Welfare　Association＞

も含まれている。

組織吏員＜Establishment　Officer＞を通じて，役場書

記は各部局職員の給料賃金，労働条件に影響を与える決

定と実施の調整を行なう。

役場書記は市評議会と職員のための設備要求について，

評議会に助言をし，また市庁舎内の施設とその他の行政

建築物が，正当に維持されるように管理している。

＜２＞市法務局＜Citｙ　Solicitor's　Department＞

市法務監＜the　City　Solicitor＞とその職員の基本的な

役割りは，評議会の義務と権限と，その法的事業の遂行

にかかわるすべての法的問題について，評議会に助言を

する。

住宅開発，道路改良のような計画のための用地買収，抵

当物件の表示登記についての同意，不動産の用途変更の

許可，市有財産の賃貸契約などの法的業務を担当してい

る。

市法務監は地方裁判所の法廷に，評議会の代表として出

席する。裁判の準備と弁護活動は法務監の責任である。

偉大な歴史と価値ある建造物が所在する都市内での計画

規制について，歴史的な建築物の保存のために，どのよ

うな再開発も許さない「建物保存告示」をすることも含

まれる。

大都市の中心部における重要な点は，樹木保存命令の実

施である。これは樹木を保存し，美観を確保するためで

ある。

市法務監も職員も，個人的な法律問題について助言する

立場にはないが，照会があった場合には可能な限り援助

している。ただし評議会に直接，間接的に関係ある問題

に限られるわけである。

＜３＞財政局＜Finance　Department＞

評議会に代って，金銭の支払いと受領を専門に担当して

いるのは市収入役＜the　City　Treasurer＞とその職員で

ある。

市の業務に支出するための収入予算とその総額に匹敵す

る支出額とが流動している。この膨大な支出は注意深い

計画を必要とし，評議会が行なう数年先までの見通しに

立った資金計画を作り，市財政の安定について合理的な

目安を確立する。これら財政計画の問題を扱う財政局の

業務は活動的である。

市収入役は，支出責任者としての役割りをもっているの

で，職員に給料賃金を支払い，その国民保険，所得税，

年金等の複雑な仕事を扱っている。そのほか市に出入り

する業者への債務の支払いも扱っている。

財政局の業務の中で，見落せないものの一つに，駐車場

からの収入がある。ウェストミンスターの場合には，パ

ーキング・メーター計画と居住者用駐車施設の導入によ

り，年間６億５千万円＜125万ポンド＞の収入をもたら

した。

これらすべての財政操作は，高度な機械化なしに円滑な

処理はできない。1969年までは伝統的なキー・ボードと

パンチカード会計機，硬貨勘定機等を使用してきたが，
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コンピューター化への移行はでに始められており，他

のバラーと提携し，コンピューター計画と開発が進めら

れている。

＜４＞市不動産鑑定局＜Clty　Valuer's　Department＞

不動産の取得と管理，都市計画委員会による事業の実施

から派生するすべての補償問題について，評議会に助言

する。

また住宅建築法に基づく長期資金借入れのための申込み

条件とする物件の担保価値，課税または保険のための評

価などについて助言する任務を負っている。

＜５＞住宅局＜Housing　Department　＞

ウェストミンスターの場合，市評議会は13,000戸の住宅

を所有し，新しい住宅は毎年720戸の割合いで計画され

ている。

多くの古くからある住宅は改良されるために，あるいは

敷地を整理して再開発するために買収されている。具体

的な個々の計画については省略するが，基本的な考え方

としては，市民もコミュニティも，彼らの古くからある

特質を新しい環境の中に残している点である。

＜６＞建築計画局＜Depart　merit　of　Architecture　and

Planning　＞

その名称が示すように，建築計画局は２つの主要な機能

をもっている。

建築部の責務は，評議会の業務が要求ナる広範な各種建

物，住宅，保健所，老人ホーム，子供の家，駐車場，各

種倉庫等の設計と建設を含んでいる。

それらの建築物の保守は，同様に局において取扱われて

いる。ただし住宅局によって管理されている住宅と共同

住宅は除かれている。近代的産業ビル建設技術は，現在

では大規模な住宅開発の場合に用いられている。

計画部の役割りは２つの分野をもっている。第１には評

議会の他局との連携の中で,市の未来構造を形成する,新

開発訃画を作成することである。評議会独自の諸業務を

いかに実施するかの決定とは別に，計画は人口の密度，

雇用，公共広場，既存の建物をも含めて日照基準を確立

すること，駐車場，広場等を検討する。そしてまた美観

地区，静養地区，稀少美質地区，その他伝統的な技能産

業地区等の独得な地域に対する政策原案の作成などがあ

る。

大ロンドン評議会で作成された地域計画のわく組みの範
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囲内で，開発業者から提出される許可申請を取扱ってい

る。

計画部には都市意匠課＜Ciｖｉｃ　Design　Ｓｅｃtｉｏｎ＞があっ

て，その職員は，建設される新しい建物のデザインや敷

地の使い方が，その環境と将来の都市計画との関連に合

っているかどうか，常に助言できる体制にある。

局のその他の仕事は，ロンドン建築法＜Ｌｏｎｄｏｎ　Build

ing　Actｓ＞と住宅建設法＜Housing　Ａｃtｓ＞に基いた建

築規制による監視をすることである。建築規制課のこの

仕事は，火災事故の場合の安全性を確実にすることまで

を含めて，広範囲に及んでいる。

局の役割りは，このように公私の需要が計画の中で，相

互に結合作図されるように図り，そして局の助言につい

て都市計画委員会＜Ｔｏｗｎ　Planning　Ｃｏｍｍｉttｅｅ＞はこ

れらの計画を実現ナる必要な決定を行なうのである。

７・その他の局等について

以上に述べてきたように，各局の紹介をするには，あと

７局が残されている。与えられた紙数を越えてしまうよ

うであるが，そのほか，フランスの地方自治体について

も紹介しなければならないため，ここでは局の名称を次

に掲げておくことにナる。

市技師局＜Citｙ　Engineer's　Ｄｅｐt＞

清掃局＜Cleansing　Ｄｅｐt＞

福祉局＜Welfare　Dept＞

児童局＜Children's　Dept＞

保健局＜Health　Dept＞

浴場・公会堂局＜Baths　and　Halls　Dept＞

図書館＜Libraries＞

これら各局の事業内容にも，興味あるものが多いので，

いずれ機会があればご紹介したいと思っている。

ロンドンの都市行政は，市評議会の関係でロンドン・バ

ラー協会＜London　Boroughs　Association＞が担う役

割りも大きい。これについては筆者の「研修レポート」

に若干の紹介があるので参照されたい。

また，民間の自主団体あるいは各種委員会等の活動と市

評議会との関係にも言及したかった。これらの活動が，

ロンドンの地域行政をカバーしている分野もあるわけで

ある。いずれ機会があれば，詳しく紹介したいと思って

いる。



図　ロンドン・バラーとウェストミンスターの位置

表３　ロンドン・バラー等の庁舎所在地＜電話＞
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３ フランスの地方自治体

1・コミューヌと行政法

フランスの地方自治体の基礎的な単位がコミューヌ＜un

e　commune＞であることは，すでによく知られている

が，その地域と人口は実に多様である。

フランスには37,700のコミューヌがある。リヨンそして

マルセーユなどの大都市を筆頭に，人口が200人未満で

ありながら512ヘクタールの地域をもっている村まであ

る。パリ郊外では，259ヘクタールに３万人が居住して

いる一方，最も広大な地域をもつコミューヌはシャモニ

ーであって，24,500ヘクタールである。

また人口10万人以上の都市を形成しているコミューヌ

は，1968年３月の統計によれば50都市であって，そのう

ち31都市が人口20万未満である。

これらのコミューヌは，そのほとんどが自然に形成され

た社会であって，最も古いものでは，ロ―マ法の中でも

認められている例があるといわれているように，長い歴

史を通じたなかで，それぞれの地理的，経済的，文化的

あるいは宗教的な中心地に，対応しているわけである。

コミューヌはフランス革命までに，すでにそのほとんど

が形成されていたが，行政と管理の組織と形態は，1884

年４月の法律によって初めて法的に確立された。

その後19世紀から20世紀にかけて，2度にわたる世界大

戦による動乱と，社会的，政治的組織の変革があったた

めに，法律の改正が必要に迫られ，1957年５月22日の法

律改正により,コミューヌ行政法＜Code　de　I'administr

ation　communale＞または単に都市法＜Code　munici

pal＞と呼ばれる法律が布告されたのであった。

そのほか，以前からあった関係法も同時に改正され，施

行されている。租税基本法，公衆衛生法，農村法，家族

及び公的扶助法，森林法，都市計画及び居住法，電気法

である。これら関係７法は，コミューヌが地方自治体と

して活動するために，きわめて重要な法律である。

2・議会と市長

コミューヌの機関には審議機関としての議会＜Le　conse

il　municipal＞と執行機関としての市長＜Le　maire＞と

がある。

議員は６年毎に普通選挙によって選出される。各コミュ
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－ヌの議員数はコミューヌ行政法＜以下「法」という＞

第16条によって規定され，人口100人以下の議員数９名

を最低基準とし，最高では人口６万人を超えるコミュー

ヌを37名と定め，その間を人口に応じた11段階に分けて

いる。

しかし大都市の特例として，リヨンでは61名，マルセー

ユでは63名と法に規定されている。

議会は毎年４回＜２月，5月，8月，11月＞に開催する

ことが義務づけられている。会期は15日であるが，副知

事＜Lｅ　sousprefet＞の許可を得て，延長することができ

る。予算を議決する会期に限って，6週間の会期が認め

られている。

市長は出席議員の３分の１，もしくは知事または副知事

の要求に応じて，特別議会を召集することができる。

議会の審議機関としての権限は，行政組織，市有財産の

管理，予算の議決という基本的な事項はもちろん，関係

法との関連において，広範囲な分野に及んでいる。しか

し,知事＜Le　prefet＞の行政監督権は，1959年の法律改

正により弱められたとはいえ，財政に関してはなお強い

権限をもっているようである。

コミューヌの長は，市長も村長もすべてル・メール＜Le

maire＞と呼ばれる。

市長は議会において，議員の中から選出される。任期は

６年であり，その職務は無給とされている。

市長は議会では議長をつとめると同時に,行政官である。

フランスの行政が中央集権的だといわれる有力な根拠と

思われるが，県知事は政令による任命制度がとられてお

り，県内に行なわれるすべての国の行政について，各大

臣の権限を代理する。そしてコミューヌの市長も，知事

と同様に，中央権力を代行する政府職員としての資格に

おいて，法律及び規則＜des　lois　et　reglements＞を実

施するための行政権をもっている。

コミューヌ内の司法権ならびに警察権も，市長が掌握し

ている。そして公共の秩序を確保するために，規則を制

定することができる。そのほか，戸籍官吏としての機能

ももっている。

議会により選出された首席行政官という立場で，市長は

議会の審議を準備し，その議決を執行する責任を負って

いる。行政執行は布令を発することにより行なわれるが，

これらの布令に対して，知事は無効としたり，停止した



りする権限を留保している。

市長の補佐役として，助役＜un　adjoint＞が置かれてい

る。あるいは「市長補佐」と訳した方が適切かもしれな

い。

助役は市長と同様に，議会において議員の中から選出さ

れるが，その数は法第54条に規定され，議員数と同様に

コミューヌの人口に応じて，2,500人以下では1名から，

23.5万人を超える場合には12名までの，12段階に分け

て規定されている。

リョンの場合には，大都市の特例として，23名とし，必

要な場合には２ないし３名の増員ができることとされて

いる。

３・リヨン市役所

リョン市の都市行政＜Administration　municipale＞の

責任主体が市長であることは，前に述べた通りである。

そしてフランスの行政組織は，日本のそれとも英国のそ

れとも異なった，独得の形態をもっている。

市役所＜Hotel　de　Ville＞には８人の助役と４人の理事

がいる。どちらも議員である。ここでは助役と訳してい

るが，直訳すれば市長補佐＜Adioints　au　Maire＞と，

委任された顧問＜Conseillers　delegues＞であるが，そ

の12名が市長の権限と事業を分担している。

業務分担を列記すると，次の通りである。

社会教育，都市施設と建物，財政，社会事業，儀式と祭

典，市職員，社会保障，体育までを市長補佐が担当して

いる。

理事は，経済事業，美術，都市警察のほか１人の理事は

図書館，遺跡，戸籍，選挙，軍隊関係を担当している。

これらの事務を行なう職員と，その行政組織は事務総長

＜Secretaire　general　de　la　Ville＞が統括している。

これは英国の事務総長に対応する。そして事務総局と議

会書記局がその下部組織になっている。

行政事業の事務局は第１部＜1er　division＞から第７部

までに分かれ,各部の業務は，市職員，都市警察と衛生，

財政，社会事業と体育と学校，都市施設，文化事業，葬

儀と墓地をそれぞれ担当し，各部ごとにさらに第１課＜

1er　Bureau＞から幾つかの課に分かれている。部長は

Chef　de　divisionであり，Directeurである。

４・地区事務所

地区事務所という訳語が適当かどうかは疑問であるが，

フランスの大都市の中で，アロンディスマンをもってい

る都市は，パリ，リヨンそしてマルセーユの３都市だけ

である。

地区事務所＜Mairies　d'arrondissements＞の管轄区域

の面積と人口は，日本の大都市における区のそれとほぼ

同じである。それにもかかわらず，区役所と訳さなかっ

た理由は所管事務と職員数が，かっての地区事務所のそ

れに近いからである。

リヨンに　第１から第９まで，全市域を分けて９地区事

務所がある。各地区事務所の最高責任者は，それぞれ２

人の助役＜adjoints＞が共同している。つまり地区事務

所担当の助役が18名いるのであって，これは市長補佐と

いう呼び方をしないのである。

所管事務は出生，死亡，婚姻という，日本とは制度的に

まったく異なるが，戸籍事務を主に扱っているほか，義

務教育の学事関係と生活扶助〈公的扶助〉等の申込みを，

併せ扱っているだけである。

職員数はいづれも10人前後である。その筆頭は書記長＜

Secretaire-chef＞であり，行政事務長<chef　de　service

ad　ministratif＞と呼ばれ，日本の官庁の場合には，課

長級か係長級に相当する職員である。

5・出先機関と事業部

市の出先機関と事業部の形態も，フランスらしい独得の

ものをもっている。

事業部としては，市建築事務所のように,部長のもとに，

全市を５のSubdivionに分けて，一ケ所にまとまってい

る大きなものもあれば，衛生課＜Bureau　d'hygene＞の

ように，医師が部長でありながら,課と同じ名称をもち，

事務長が衛生課長の肩書をもっているところもある。

また，市社会扶助課＜Bureau　d'aide　sociale　de　Lyon＞

は，福祉事務所に相当するものであるが，その長は会長

＜President＞と呼ばれている。

出先機関と事業部はその数も多く，組織も複雑である。

市役所との関係，業務内容等あるいは市民との関係につ

いては，ここに詳述ナる余裕はないが，印象的には，必

ずしも能率的な行政組織とはいえないようである。
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あとがき

できるだけ，身近なものとしてご理解いただけるように

と思いながら書き進んだために，一部分を割愛しなけれ

ばならなくなったことは残念である。しかし，行政マン

の目で見た英仏の地方自治体を紹介できたことは，誠に

感激である。機浜市に海外派遣制度が確立した今日，今

後，海外へ行かれる方々,そして横浜市の行政について

考えていられる方々のご参考に。いささかでもお役に立

てば幸いである。
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